
次期古紙利用率目標の設定について

平成１３年１月２６日
経済産業省製造産業局
紙業生活文化用品課

１．古紙利用率目標について

○古紙リサイクルに関しては、その促進を図るため、従来より、再生資源利用促進法

に基づく政令において紙製造業を特定業種として指定し、その省令において、国内

において製造される古紙利用率（紙の原料に占める古紙の重量の割合）についての

目標を設定してきているところ。

○具体的には、これまで、９１年に 「９４年度（平成６年度）までに５５％に向上、

する」との目標を立て、また、９５年には「２０００年度（平成１２年度）までに

の５６％に向上する」との目標を立てている。

○この２０００年度（平成１２年度）までに古紙利用率を５６％に向上するという目

標については、１年前倒しで達成した （平成１１年度の古紙利用率：５６．３％）。

２．古紙リサイクル推進検討会について

○このような中、昨年１０月、通商産業省生活産業局では、関係各界の有識者等をメ

ンバーとする「古紙リサイクル推進検討会」を設置し、平成１３年度以降の古紙利

用率目標の在り方等について検討を開始。

○同検討会では、４回の検討を経て、昨年１２月に、報告書「今後の古紙リサイクル

の向上に向けて」をとりまとめ、その中で「２００５年度（平成１７年度）までに

古紙利用率を６０％に向上することが適当」と提言。

（別添１：同検討会報告書（概要）参照）

３．パブリックコメントの結果について

（ ） 、 、○経済産業省 通商産業省 では この提言されたこの次期古紙利用率目標案に関し

（ ） 、 、広く国民から意見 パブリックコメント を募ったところ 件数は少なかったもの

概ね賛成である旨の意見を受領 （別添２参照）。

４．次期古紙利用率目標に係る省令改正について

○経済産業省としては、この提言及びパブリックコメントの結果を踏まえて、平成

１３年度以降の次期古紙利用率目標に関して 「平成１７年度までに古紙利用率、

」 、 、 、を６０％に向上する こととし 年度内を目途に 資源有効利用促進法に基づく

省令改正手続きに入ることとしたい。

資料３－４
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（ ）別 添 １

今後の古紙リサイクルの向上に向けて今後の古紙リサイクルの向上に向けて今後の古紙リサイクルの向上に向けて今後の古紙リサイクルの向上に向けて
古紙リサイクル推進検討会報告書（概要）古紙リサイクル推進検討会報告書（概要）古紙リサイクル推進検討会報告書（概要）古紙リサイクル推進検討会報告書（概要）

平成 1 2 年 1 2 月 2 0 日
通 商 産 業 省
生活産業局紙業印刷業課

○古紙のリサイクルは、資源の有効利用、森林資源の保全、廃棄物の減量化の観点から
も重要であり、通商産業省においても、再生資源有効利用促進法（リサイクル法）
に基づいて、平成７年に古紙利用率（紙の原料に占める古紙の重量の割合）を平成
１２年度までに５６％にするという目標を立てるとともに、平成９年に「古紙リサ
イクル促進行動計画」の策定など古紙リサイクル促進のための諸施策に取り組んで
きている。

○２１世紀を迎えるにあたって、古紙リサイクルについても時代の大きな節目を迎えて
きている。循環型経済社会が求められる中、古紙のリサイクルは今後とも益々推進
することが求められると考えられる。しかしながら、
・既に高いレベルの古紙利用を達成している中、今後利用率向上にあたっては益々困
難が増すことが想定され、

・また、その向上にあたっては、単にリサイクルという視点だけではなく、省エネル
ギー等の他の環境影響も考慮することが必要である。

○このような問題意識のもと、平成１２年度末で再生資源利用促進法に基づく古紙利用
率目標が期限を迎えることから、平成１２年１０月に、識者及び関係業界者をメン
バーとした「古紙リサイクル推進検討会」を生活産業局内に設置し、４回にわたっ
て、古紙リサイクルの現状と最近の動向、古紙利用の限界、古紙利用の省エネ等へ
の影響等を検討した上で、
・２００５年度（平成１７年度）までに古紙利用率を６０％に向上するという目標
・各関連業界等の取組方向としての「古紙リサイクル促進行動計画」
を提言した。

１．古紙リサイクルを巡る経緯１．古紙リサイクルを巡る経緯１．古紙リサイクルを巡る経緯１．古紙リサイクルを巡る経緯

○我が国の古紙リサイクルは、古くは平安時代から始まる。特に戦後以降においては、
古紙リサイクルは市場メカニズムを基本として発展し、ここ４０年間で古紙利用率、
古紙回収率は２０～３０ポイント増加した。
→このように古紙リサイクルが進展してきた背景は、以下の通り。
①各製紙企業が、古紙利用技術の開発に取り組み、古紙の利用可能性を拡大してきたこと。
②古紙を安定的に供給、利用するシステムが社会全体として機能していること。
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２．古紙リサイクルの現状と最近の動き２．古紙リサイクルの現状と最近の動き２．古紙リサイクルの現状と最近の動き２．古紙リサイクルの現状と最近の動き

（１）古紙リサイクルの現状
○現在、古紙の利用率は約５６％。その内訳は紙・板紙の種類によって異なり、４割を
占める板紙の分野では、古紙利用率は約９０％であるのに対し、６割を占める紙の分
野では古紙利用率は約３０％である。
→特に、今後の古紙リサイクルを進めるにあたっては、紙の分野の多くを占める印刷情報用紙
への古紙の利用を高めていくことが鍵。

○一方、利用する古紙の種類としては、カスケード利用（質の劣化に合わせてしだいに
グレードを下げつつ再資源化すること）されている。
→今後、カスケード的な利用を更に進めるべく技術の向上を進める一方で、オフィス古紙・雑
誌古紙等に含まれる質の良い古紙を確実に分別・収集できるようなシステムの構築が望まれ
る。

（２）古紙リサイクルを巡る最近の動き
○古紙利用率を巡る状況

、 （ ） 、・平成７年に 再生資源の利用の促進に関する法律 リサイクル法 の省令において
古紙利用率を平成１２年度までに５６％にすることを目標として設定。なお、日本
製紙連合会においても、自主目標として５６％を設定。この目標については、１年
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前倒しで達成 （平成１１年度実績５６．３％ ）。 。
→この要因としては、一般に以下の要因が考えられる。
①環境への関心の高まり（具体的には、企業による環境ＩＳＯの取得等）により、企業等が
積極的に再生紙を指定して購入するようになったこと。

②そのようなユーザーの動きや、以前に発生した古紙余剰問題と古紙価格低下への対応、自
らの環境問題への率先対応のため、製紙業界が積極的にＤＩＰ設備の導入を進め、その設
備が稼働し始めたこと。

③一方、市場メカニズムによる古紙回収に加え、一部、行政回収もあり、古紙が引き続き安
定的に供給されていること。

○古紙リサイクルシステムを巡る状況
・平成８年後半から、自治体等による家庭系・事業系古紙の回収の促進等古紙リサイ
クルシステムの急激な変化等に伴い、古紙余剰問題が発生。そのため、通産省は平
成９年に「古紙リサイクル促進行動計画」を策定・実施している。
→現時点では、古紙余剰問題は解消しているが、引き続き自治体等により家庭系・事業系古紙

の回収の促進等が進められており、今後とも資源の有効利用を促進し、循環型経済社会の構

築を図るため、より効率的な古紙リサイクルシステムの構築が求められている。

３．今後の古紙リサイクルの考え方３．今後の古紙リサイクルの考え方３．今後の古紙リサイクルの考え方３．今後の古紙リサイクルの考え方

○古紙リサイクルは、市場メカニズムを基本に発展してきたリサイクル先進分野であ
り、資源の有効利用、廃棄物の減量化、森林資源の保護等の意義を有するものであ
ることから、今後とも、市場メカニズムを中心としつつも、高度で効率的な古紙リ
サイクルシステムを構築すべく、前向きかつ積極的に推進することが必要。
○また、その際、我が国の古紙リサイクルは世界的にも高いレベルに達しており、今
後更にリサイクルを進めて行くにあたっては、現在のパルプ、紙・板紙、古紙の輸
出入構造や現行のリサイクルシステム等を前提とした場合、将来的には、古紙利用
率が概ね６０％前後に近づくと、
・古紙利用の限界に近づくことにより、更なる古紙利用が一層困難になるという影
響が想定されてくるとともに、

・省エネルギー面等でも現行と比較して総体的にマイナスの影響が生ずる可能性が
あること

に留意することが必要。
、 、 、○したがって 今後古紙リサイクルを推進して行くにあたっては 上記を踏まえつつ

以下の２点を基本として進めていくことが必要。
①高度な古紙利用技術等の向上
②効率的で高度な古紙リサイクルシステムの構築。

そのため 次期古紙利用率目標の在り方について提言するとともに 関係者の取組・、 、
連携を促進するため「古紙リサイクル促進行動計画」を提言することとする。
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（１）古紙リサイクルの意義
○紙は産業活動、国民生活に不可欠な素材であり、消費財として多量に生産、消費が
なされる一方で、リサイクルの先進分野の一つとして位置づけられる。

、 、○この古紙のリサイクルは資源の有効利用の観点に加え 森林保全等地球環境への配慮
更には廃棄物の減量化等の観点から益々重要である。

（２）古紙利用に係る限界について
、 、 、○一方 古紙利用にあたっては そもそも紙の種類によって回収されない古紙が存在し

また、古紙はリサイクルを繰り返すことにより木材繊維分の膠着力が劣化し、再利用
されにくくなる。そのため、古紙の回収・利用については、限界が技術的・物理的に
存在する。
○この値は、紙・古紙の輸出入や生産・消費される紙・板紙の品質・割合等に依存し、
また、現状の輸出入状況等の需要構造を前提としても、今後詳細な評価が必要ではあ
るものの、古紙利用の限界については、概ね６５～７０％であると推定される。
○したがって、輸出入等の状況が変わらないとの前提に立てば、今後とも古紙利用に係
る技術の向上、経済性の進展等により、古紙利用率が伸びるとした場合でも、その技
術的・物理的限界に近づくにつれ、技術の向上、経済性の進展等はより困難となるた
、 、 。め 古紙利用の伸びは次第に小さくなり いずれ飽和領域に達するものと考えられる

（ ） 、 、 、注１ 一方 古紙回収の限界については 古紙利用と同様今後詳細な評価が必要であるものの
概ね６５～８０％と古紙利用の限界値よりも高い可能性がある。したがって、今後とも、古

、 、紙利用を積極的に進める一方で 古紙回収については古紙利用と連携しつつ取り組むと共に
古紙の他用途利用や輸出も含めて検討することが必要。

（注２）また、この古紙利用の限界値も必ずしも絶対的なものではなく、リサイクルし易い製品
の開発を含めたより効率的な回収システムの発達や、古紙利用技術の更なる進展等によって
更に向上する余地があり得ることに留意することが必要。

（３）古紙利用向上による省エネ等への影響
○また、古紙利用を進めるにあたって、省エネルギー・ＣＯ２排出削減の観点を加える
と、古紙利用は増やす一方で、クラフトパルプよりはむしろ機械パルプの割合を減ら
して行くことが望ましいとのこととなる。
○その際、機械パルプは既に製紙原料の５％弱を占めるにしか過ぎないことから、仮に
クラフトパルプ・輸入パルプの比率が現状で推移するとの仮定で古紙利用を進めると

、 （ ） 。（ 、すれば 古紙利用率の向上は今後５％以内 ６１～６２％ に限定される ただし
輸入パルプが減少すれば、更に向上の余地はある ）更に、機械パルプは新聞用紙等。
を製造するにあたって一定程度の量は必要であることを踏まえると、機械パルプの割
合を更に減らすことには限界があることを視野に入れることが必要。
（注１）ただし、省エネルギー・ＣＯ２削減は、パルプの選択によってのみ定まるものではない

ことに留意すべき。製紙業界においては、引き続き抄紙工程を含む省エネ努力に加え、ＲＰ
Ｆや製紙汚泥のサーマルリサイクルに努めることが必要。

（注２）また、古紙の利用にあたっては排水対策・廃棄物対策、また、クラフトパルプの利用に
あたっては植林の推進や化学物質対策などに引き続き取り組むことが必要。
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４．次期古紙利用率目標の在り方について

○次期古紙利用率目標としては、より積極的で、かつ、分かりやすい目標を設定する
という観点を踏まえ、以下の理由により、２００５年度（平成１７年度）までに、
６０％に向上することを目標とすることが適当である。
①今後古紙利用の向上が一層困難になると想定される中、紙製造事業者等が過去よ
りも一層努力をする。

②我が国における木材パルプの消費量をほぼ現状レベルに抑えることができるこ
と （紙・板紙の生産量等にもよる ）。 。

③機械パルプの割合を減らすことにより、現状レベルよりも省エネルギーを進めつ
、 。（ 。）つ 古紙利用を促進することが可能であること 輸入パルプ等の状況にもよる

○ただし、２００５年度までに古紙利用率を６０％に向上するという目標は相当程度
、 、 。高い目標であり その達成にあたって 以下のような多くの解決すべき課題がある

・上質系古紙の回収の拡大
・中質系古紙を利用した上級紙の需要の拡大
・古紙処理設備の新設・増設の経済条件、環境対応を踏まえた経済性の向上
○そのため、目標を達成するためには、製紙業界だけではなく、関係者が連携し、そ
の達成に向けた努力をすることが前提条件となる。

（注１）２００５年度の古紙利用率が６０％となった場合、その時点での紙・板紙の生産量等に
依存するものの、概ねパルプ消費量は現状水準を維持しているものと考えられる。

（注２）仮に、クラフトパルプの割合及び輸入パルプの絶対量が一定で推移するとした場合、省
エネ面ではかなりの向上となるものの、機械パルプの量に関しては、製品利用面でかなりの
限界に近づくものと想定される。

（ ） 、 、 、 、注３ なお ２０００年度においても 古紙利用率は順調に進んでおり このまま推移すれば
２０００年度の古紙利用率は５７．３％程度になると計算される。

（注）５５目標、５６目標の平均年間伸び率は、それぞれ0.88、0.45ﾎﾟｲﾝﾄ。次期目標を６０％と
設定した場合、年間平均0.65ﾎﾟｲﾝﾄの伸び率が必要。
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５．古紙リサイクル促進のための今後の取組について

○今後、古紙のリサイクルを進めるにあたっては、製紙業界が古紙利用の向上に向け
て努力することと同時に、紙の利用業界、消費者・自治体・国、古紙回収業界等の
紙に関連する全ての主体が努力することが必要。
○具体的には、各主体は、以下のような課題について取組を進めて行くべき。また、
その方向を「古紙リサイクル促進行動計画」として明記し、各主体の取組の方向を
具体的に示すこととする。
①製紙業界における古紙利用の向上の推進
②紙（紙・板紙）利用業界における古紙リサイクルの推進
（再生紙の利用、リサイクルし易い製品の開発に向けた取組等）
③消費者・一般事業者、自治体に向けた普及啓発と古紙回収業界等による効率的
な回収システムの構築
（再生紙製品の利用、分別排出、オフィス古紙リサイクル等）
④紙製容器包装のリサイクルと古紙他用途利用の促進

○その際、そもそもリサイクルは各主体が単独で行うことは困難であり、効率的にリ
サイクルを進めていくためには、各主体が各々自らの役割を果たしつつ、互いに連
携しながら進めていくことが必要。

○古紙リサイクルシステムと課題
製紙業界 紙利用業界 消費者等

＊古紙利用の促進 ＊再生紙の利用促進 ＊再生紙製品の利用促進
（ ） （ 、 ）←古紙利用技術の向上 （←再生紙表示、ＰＲ等） 普及啓発 グリーン調達等
＊古紙利用率目標

＊ﾘｻｲｸﾙし易い製品開発
（他業界との連携）

古紙問屋業界
＊産業損紙←（自主回収） ＊分別排出の徹底

＊効率的回収ｼｽﾃﾑの構築 （普及啓発）
回収業界、団体、自治体等（オフィス古紙等）

他用途利用

○「古紙リサイクル促進のための行動計画」の提言
・今後、より高度で効率的なリサイクルシステムを構築し、２００５年度までに古紙
利用率を６０％までに引き上げて行くためには、関係する各業界等が連携しつつ、
古紙リサイクルの促進に向け、取り組むことが必要。

・そのため、本検討会は、別紙の「古紙リサイクル促進のための行動計画」を提言す
る。今後、各業界等が、本行動計画を踏まえつつ、関係者と連携しつつ、具体的取
組・施策を検討し、実行していくことが望まれる。

・また、通商産業省においても、関係者におけるこのような取組を促進するため、本
行動計画等を踏まえつつ、必要な調査・事業等に係る支援・実施を行うとともに、
必要に応じて関係者に対する助言等を行うことが期待される。
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「古紙リサイクル促進のための行動計画」の提言について

平成１２年１２月２０日
古紙リサイクル推進検討会

循環型経済社会の構築に向け、古紙利用の限界や省エネルギー等の他の環境影響等にも
配慮しつつ、効率的で高度なリサイクルシステムを構築することにより、古紙リサイクル
の向上を図るため、以下の「古紙リサイクル促進のための行動計画」を提言する。

１．製紙業界における古紙利用向上の推進

○製紙業界は、以下の課題に取り組む。
◇省エネルギー等への取組と併せ、自主目標として、平成１７年度までに古紙利用率
を６０％に引き上げるべく設定し、その達成に向け取り組む。

◇各製紙企業に対して、古紙利用に向けた取組、目標等について、環境報告書やホー
ムページ等を通じて公表をするよう促す。

◇業界全体として、古紙リサイクルを含む環境分野における基礎的な研究や技術調査
等に取り組む。また、必要に応じて、製紙機械メーカー等の他業界や学界等とも連
携し技術情報の交換等を促進するための方策を検討する。

２．紙利用業界における古紙リサイクルの促進

○紙利用業界（新聞業界、出版業界、印刷業界、紙加工業界等）は、以下の課題に取り
組む。
◇リサイクルし易い紙製品の開発や中質系などの再生紙の利用拡大等を促進するた
め、業界内における各企業やユーザー、消費者等に対して必要な情報提供や、業界
における古紙リサイクルに係る情報収集を行うとともに、関連業界、自治体等との
連携を進める。

◇そのためにも、古紙再生促進センターの行う事業に積極的に参加し、古紙リサイク
ル促進のため、関連業界との連携を推進する。また、その中で、必要に応じて、委
員会・協議会等を設置するなどにより、関係業界、自治体等と連携しつつ、自ら生

（ 、 、 ）産する紙製品のリサイクル リサイクルし易い製品開発 再生紙利用 自主回収等
の在り方、基準設定等を検討する。

◇その一つとして、関連する紙利用業界は、グリーンマーク制度の見直しに参加し、
活用をする方向で検討する。
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３．消費者・一般事業者、自治体等への普及啓発と効率的な回収システムの構築

○古紙再生促進センターは、以下の取組を進める。
◇古紙リサイクルに係る状況、施策等に関し、地方自治体との情報交換を進める。
◇また、製紙業界等関連業界の協力のもと、地方自治体と連携し、ホームページ等を
活用しながら、消費者、一般事業者等に対して効率的かつ効果的な普及啓発活動・
情報提供活動を行う。更に、環境教育の立場から、小中学生を対象とした古紙リサ
イクル講習会等を実施する。

◇国の支援も得て、オフィス古紙やその他上質系古紙等のより効率的なリサイクルに
係るモデル事業を行うとともに、その効果的な普及に努める。

○古紙問屋等は、古紙回収・選別工程やその取引等に関し効率化に努めるとともに、業
界内連携や海外輸出を含む販路拡大に努めるなど経営の効率化に努める。また、製紙
業界、消費者・一般事業者、自治体等と連携・協力して効率的な古紙回収システムを
構築するよう努める。

４．紙製容器包装のリサイクルと古紙他用途利用の促進

○国は、引き続き、古紙他用途利用に係る技術開発や再商品化施設等の施設整備等のた
めの支援を実施し、また、必要に応じ、制度見直し等を検討する。
○古紙再生促進センターは、関係団体等と連携しつつ、以下の取組を進める。
◇紙製容器包装の再商品化や低級古紙等の他用途利用を促進するため、回収される
紙製容器包装の品質・見込量や低級古紙の回収見込み等について調査を行い、そ
の情報提供を推進する。
◇古紙他用途利用の量、利用先等に係るより精緻な調査を行う。
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古紙リサイクル推進検討会メンバー

（メンバー）

大江 礼三郎 東京農工大学名誉教授
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角田 禮子 主婦連合会参与 （消費者団体）
梶原 康二 東京都環境局企画担当部長 （自治体）
川嶋 明 (社)日本新聞協会 業務部長 （利用業界）
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高柳 晴夫 (財)古紙再生促進センター専務理事 （中立団体）
畑 俊一 全国製紙原料商工組合連合会理事長 （回収業界）

㈱山室 代表取締役社長
畠山 惇 (社)日本印刷産業連合会 専務理事 （利用業界）
坂 荘二 日本製紙連合会古紙部会古紙技術委員会委員長

日本製紙㈱ 専務取締役 （製紙業界）

（オブザーバー）

田辺 靖雄 通商産業省環境立地局リサイクル推進課長
宮田 智 厚生省生活衛生局水道環境部リサイクル推進室長

（事務局）
通商産業省生活産業局紙業印刷業課



資源の有効な利用の促進に関する法律に基づく古紙利用率目標の改定に関する
意見（パブリック・コメント）の募集結果について

平成１ 年１月２６日3
経済産業省製造産業局
紙業生活文化用品課

平成１２年度末で再生資源利用促進法に基づく古紙利用率目標（平成１２年度までに
５６％）が期限を迎えるにあたって、昨年１０月に生活産業局内に設置された「古紙リ
サイクル推進検討会」においては、次期古紙利用率目標として「２００５年度（平成１
７年度）までに古紙利用率を６０％とすることが適当」と提言された。
この提言された次期古紙利用率目標案に関して 広く国民の皆様からの意見 パブリッ、 （
ク・コメント）を募集したところ、下記のとおり御意見をいただいた。その内容及び寄
せられた御意見に対する考え方については、次のとおり。

１．実施期間等
( )募集期間 平成１２年１２月２２日から平成１３年１月２２日まで（１ヶ月間）1

( )実施方法 経済産業省（旧通商産業省）のホームページへの掲載により、周知を図2
り、電子メール等の方法で御意見等を募集した。

２．御意見等の到着件数
２件（市民団体より）

３．御意見等の内容

御意見の概要 御意見に対する考え方

６０％という目標値は、かなり画期的な ６０％という目標は、相当程度高い目標
数字であると評価している。しかし、で であるものの、関係業界、自治体等の一
きればもう少し高めでも良いのではない 層の連携により、達成を目指すべき目標
かと思う。 であると考える。

６０％という目標については、賛成であ
る。

（参考）
なお、今回の意見募集では、次期古紙利用率目標案に関する御意見の他、次のような御意見も
頂いた。当省としては、本意見も参考としつつ、今後とも古紙リサイクル促進のために具体的な
施策を実施していく予定。
○少しでも長く紙のまま留め（再生を繰り返し）燃やさない努力が必要。
○木材パルプの原料として推進すべきなのは、海外植林よりむしろ間伐材や廃材等国産材。
○古紙利用についての、エネルギー消費量低減の観点からの結論は急ぐべきではない。
○「上級紙の増加」を抑えていく努力を関係者に呼びかけることが必要。

、 。○再生資源としての古紙分別の周知とともに 古紙の分類方法や紙の品質基準について検討が必要
○衛生紙への雑古紙の利用を推進すべき。
○紙ひもの普及促進をしていくべき。
○後の再生のことを考えると、古紙１００％の情報用紙にこだわるべきではない。

、 。○オフィス町内会を支援し事業系古紙の回収を促進するとともに 目にやさしい再生紙を推奨する
○購入者の意識は不変なものではなく、その理解を求める説明等が必要。 等

（別 添 ２）


